
別表 補助対象事業等

（事業の趣旨）

自動車事故現場において、負傷者に対して迅速、かつ、適切な応急処置を行うために必要な救急法の知識と技術の普及を図るため、自動車運転者等に対して行う自動車事故救急法講

習を行う以下の事業を対象に補助を行うものである。

補 助 対 象 事 業 補 助 対 象 事 業 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 補 助 金 の 額 の 確 定 備 考

自動車事故救急法普及 自動車事故救急法普及 次の被害者保護対策事業に要する 次に掲げ 次に掲げる金額のうち、いずれか低い額とする。 （申請期限）

事業 事業を行う者 経費とする。 る補助率 第４条第１項の申請期限は、補

とする。 助金の交付を受けようとする国の

会計年度の12月28日（大臣が別に

交通事故救急法講習事業 １／２ (1) 補助対象事業に要した補助対象経費の実績額に 定める場合はその定める日）まで

補助率1/2を乗じた額（ただし、実績額から収入 とする。

自動車運転者等に対して、被 額を控除した額を上限とする。）

害者救済に資する自動車事故 (2) 補助金交付決定額（変更されたときは、変更後

現場等における実用的な救急 の額）

法の講習及び実技研修を行う (3) 補助金の上限額は、1,000万円

事業

（注）

（補助対象事業者の要件）

１．各事業において、当該補助金の交付を受けることができる補助対象事業者は、次の各号の要件に該当する団体であること。

（１）定款、寄附行為に類する規約等を有する団体であること。

（２）意思を決定し、実施する事業規模に応じた組織体制が確立されている団体であること。

（３）自ら経理し、監査する等会計組織を有する団体であること。

（４）事業活動の本拠としての事務所を有する団体であること。

（５）各事業を効率的かつ確実に実施することができる団体であること。

（補助対象経費）

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当額については、補助対象としない。なお、補助対象経費に係る消費税について、

一部又は全部を補助対象経費とした場合には、当該補助対象事業完了年度の消費税に係る報告を第11号様式による消費税の額の確定に伴う報告書に添付資料を添えて、大臣に提出し

なければならない。


